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科学と社会委員会（第２４期・第３回）議事要旨 

 

１ 日 時 平成３０年４月４日（水） １２：００～１３：３０ 

 

２ 場 所 日本学術会議５階 ５－Ｃ（１）会議室 

 

３ 出席者 渡辺 美代子（副会長・委員長）、小林 傳司（第一部会員・副委員長）、 

小安 重夫（第二部会員・幹事）、遠藤 薫（第一部会員）、藤原 聖子（第一部会員）、 

松浦 純（第一部会員）、西村 いくこ（第二部会員）、平井 みどり(第二部会員）、 

古谷 研（第二部会員）、坪井 俊（第三部会員）、中村 崇（第三部会員）、 

藤井 良一（第三部会員）、沖 大幹（連携会員） 

（欠席） 甲斐 知惠子（第二部会員）、高橋 桂子（第三部会員・幹事）、 

蟹江 憲史（連携会員） 

（事務局）粂川参事官、酒井参事官補佐、高橋参事官補佐、鳥生審議専門職 

 

４ 議事要旨 

（１）各部での SDGsについての議論の報告 

●上記について各部より報告があった。主な内容は以下のとおり。 

【第一部】 

 ・ICSUのレポートを日本に当てはめた場合のレポートを出してはどうか、あるいは人文・

社会系版の目標やシナジーをデータに基づき分析した文書を出してはどうか、学術会

議でそれを行うのが難しければ、国際社会科学評議会にテーマとして投げかけてはど

うか、との提案があった。 

・産業界が SDGs に積極的なのは、この先５０年くらいのビジネスのルールを作ってい

ると見なしているからである。SDGsであれば誰も文句を言えなくなるようなことも考

えられるので、そのような状況も見つつ、単に取り込まれないよう、しかし、同時に

こちらの考え方で活用するようにする必要がある。 

・一方、理工系においては、特定の開発目標を掲げる研究は限界で、「何をすべきか」か

ら議論をスタートしなければならなくなっている。その観点から人文・社会系に参加

してもらいたいという要望は高まっているが、日本の人文・社会系はそのようなニー

ズに応える人材育成が弱い側面がある。 

【第二部】 

・SDGsに直ちにあてはまらない基礎研究もあり、評価に使うべきではないのではないか。 

・一方、社会実装を目指す研究の場合は、SDGsに縛られるつもりはないが、物差しとし

て使えば良いのではないか。 

【第三部】 

 ・SDGsは必ずしも日本にぴたりとあてはまるものではないので、日本らしいもの、日本

らしいやり方を提言出来れば良いのではないか。敢えて境界を曖昧にすることが日本

の感覚としてあり、SDGsには無いところなので、そのような点を強調するのも一案で

ある。 

・これからの提言だけでなく、学術会議の過去の活動の振り返りを行う必要があるので

はないか。 

 ・SDGsのブリッジをどうするか。１７目標の間に落ちたものを拾うべきではないか。 

 ・学術会議の過去の提言をマトリックスにして、欠けているところをフォローすべきで

はないか。 

 ・提言を作るとき、これは SDGsのこの目標に適っているというラベルを張るようなこと
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をしてはどうか、という提案があった。 

 

（２）科学と社会委員会で取り組む課題の進め方について 

●（１）の報告を受け、科学と社会委員会として SDGs への取組をどう進めるかについて議

論があった。主な内容は以下のとおり。 

 

 （A）SDGs に支配されない学術 

 ・SDGsのステータスがわからない。これを目的に学術をやっているわけではない。結果

として SDGsに適うというのか、それとも、トップダウン的に見て足りないところに学

術を誘導しようとするのか。 

 ・学術が SDGsに縛られるのは問題。他方、地球規模の課題に取り組む際、社会実装に向

けて何らかの物差し、共通言語があった方が良いという点はある。 

・理学はバウンダリがなく、それを突破するもの。工学はバウンダリがある。この区別

がつかないまま、評価に使われるのは問題。 

 

 （B）社会に対する責任としての学術から SDGsへの貢献 

 ・学術は伝統的にはボトムアップだが、研究費は税金であり、研究者のボトムアップだ

けという説明では厳しい。JST のテーマ設定でも誰のため、何のために研究している

のかによりファンディングの方向付けがされている。歴史的に見ても、アポロ計画に

ついて数人を月に送ることに何の意味があるのか問われた。Social relevance、社会

にとってどういう意味があるかが問われる。SDGsはその正当化につかえるのではない

か。 

 ・昨今の研究政策は出口指向だが、これをけしからんといっても止めようがない。そこ

で SDGsを出口として利用できるのなら良いのではないか。 

・米国の研究者は自分の研究が何故必要か、滔々と述べることができる。 

 ・自分の研究の意義を語れず、理学部や文学部がボロボロになっている。２１世紀にな

って PhDが減っているのは日本だけ。今のやり方は根本的に間違っている。 

 ・科学者が自分の研究を戦略的に語れないのは、自分自身が分かっていないということ。

SDGsという外圧がかかったことで、自分の研究の意義を反省し、考え直すチャンスに

なるのではないか。一方で外からやってきた評価軸により評価疲れしてはいけなので、

学術側でイニシアチブを取り、理想の評価を開発する必要がある。そのためにも自ら

を相対化する能力、言語能力・説明能力を鍛えていくべきではないか。 

 ・工学分野からみると社会に役に立たないのはナンセンス。SDGsは当たり前の話であり、

気にする必要もない。SDGs は手段として使いたいように使うだけの話。科学と社会の

関わり合いをきちんと確立していることが重要。産業界は SDGs を徹底的に使おうと

しているが、振り回されないようにすべき。 

・SDGsは目標だが、政府などは明らかに手段として使っている。そういう意味で、提言

などの前書きで使うのは真っ当な使い方と考える。 

 

 （C）提言の構造化 

 ・過去の提言・報告のストラクチャーの調査・構築を学術調査員に頼めないか。  

 

 （D）若手の参画 

・若手の意見も聞きたい。 

 ・SDGs の良さは分かるが、若手研究者の応用志向が強くなりすぎて、「やってみたい」

という若い芽を摘むようなことはしたくない。 
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・若手には、研究そのもの以外の余計なことをするんじゃないというプレッシャーがか

かっている。しかし、是非やるべき。また、すぐに「あれか、これか」のような極端

な議論になりがちだが、それではいけない。ボリューム感が必要。研究者全員が SDGs

をやる必要はないが、そのような観点も必要である。一方、SDGsに直接関係のない深

い基礎研究は全く必要ないということでもない。 

 

（E）学術会議からの提言 

・芸術分野が欠けているように、今の SDGs では人類の Well-bing を達成出来ないとい

う提言をする方が、学術会議としては意義があるのではないか。 

 

●学術会議の SDGs への取組を紹介するストーリー作りについて議論があった。主な内

容は以下のとおり。 

・SDGsに関連する学術会議の提言・報告をストーリーに基づいて紹介し、ＨＰで公開し

てはどうか、との提案があった。 

・提言は元々、社会的意義を考えて作っているのだから、そこに更に SDGsのストーリー

は本当に必要だろうか。 

・提言等の作成の趣旨の解説のツールとして SDGs を絡めたストーリーを使うというの

が良いではないか。 

・先ずは、提言を出した部がストーリーを作るのが良いのではないか。 

    ・既存の提言・報告を使ってストーリーの試作版を作ってみてはどうか。 

 →第一部（藤原委員）、第二部（第二部委員で相談）、第三部（中村委員）において、

それぞれストーリーの試作版を作成し、次回委員会で議論することとなった。 

 

●今後は、①上記のストーリー作り、②日本の学術からの SDGsへの提言、の２つについ

て進めることとなった。 

 

●次回委員会においては、蟹江委員から SDGs とＦＥの関係についてヒアリングを行う

とともに、岸村代表をはじめ若手アカデミー構成員を呼んで議論することとなった。 

 

（３）各分科会の進捗状況報告 

   ・時間の関係から審議出来ず。 
以 上 
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●科学と社会委員会運営要綱 

 
                    平 成 １ ７ 年 １ ０ 月 ４ 日  
                    日本学術会議第１回幹事会決定 

（組織） 
第１ 科学と社会委員会（以下「委員会」という。）は、副会長（日本学術会議会則第５条

第２号担当）、各部の３名（うち１名は役員とする。）の会員及び必要に応じて会員又は

連携会員の中から選ばれる８名以内の委員をもって組織する。 
 
（分科会） 
第２ 委員会に、次の表のとおり分科会及び小委員会を置く。分科会及び小委員会の設置

期限は当該期末までとし、委員長は期首及び適時に分科会及び小委員会の設置について

幹事会に提案する。 
分 科 会 調査審議事項 構  成   備 考 

年次報告検討分科

会 
年次報告書の執筆・編集に

関すること 

副会長（日本学術会

議会則第５条第２

号担当）及び各部の

部長並びに会員及

び連携会員若干名 

設置期間：平成

29 年 12 月 22 日

～平成 32年 9月

30 日 

課題別審議等査読

分科会  
勧告、要望及び声明並びに

課題別委員会（大学教育の

分野別質保証委員会を除

く）及び幹事会附置委員会

が作成する提言及び報告の

草案の査読に関すること 

委員会の委員及び

各部の６名以内の

会員又は連携会員 

設置期間：平成

29 年 12 月 22 日

～平成 32年 9月

30 日 

市民と科学の対話

分科会  
サイエンスカフェ、サイエ

ンスアゴラ及びその他市民

との対話に向けた企画の検

討に関すること  

各部の３名以内の

会員、委員会の３名

以内の委員及び連

携会員若干名  

設置期間：平成

29 年 12 月 22 日

～平成 32年 9月

30 日 

メディア懇談分科

会 
新聞社論説委員等メディア

関係者との相互理解、それ

をもとにした話題提供、懇

談会の企画及び実行に関す

ること  

会長、副会長及び各

部の３名以内の会

員又は連携会員 

設置期間：平成

29 年 12 月 22 日

～平成 32年 9月

30 日 

政府・産業界連携

分科会  
文部科学省等の省庁及び日

本経済団体連合会等の産業

界との懇談の企画及び実行

に関すること 

会長、副会長（日本

学術会議会則第５

条第２号担当）及び

各部の３名以内の

会員又は連携会員 

設置期間：平成

29 年 12 月 22 日

～平成 32年 9月

30 日 
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（庶務） 
第３ 委員会の庶務は、事務局企画課及び参事官（審議第一担当及び審議第二担当）にお

いて処理する。 
 
（雑則） 
第４ この要綱に定めるもののほか、議事の手続その他委員会の運営に関し必要な事項は、

委員会が定める。 
 

附 則 

 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成１８年１１月２２日日本学術会議第２９回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成１９年４月２６日日本学術会議第３７回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２０年１２月２５日日本学術会議第７０回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２１年 ２月２６日日本学術会議第７２回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２３年１０月２８日日本学術会議第１３９回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２３年１２月２１日日本学術会議第１４２回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２４年１月２７日日本学術会議第１４４回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２５年２月２２日日本学術会議第１６９回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２５年９月２４日日本学術会議第１７８回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２６年３月２０日日本学術会議第１９０回幹事会決定） 
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 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２６年１０月２３日日本学術会議第２０４回幹事会決定） 

 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２７年１月２９日日本学術会議第２０８回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２７年５月２２日日本学術会議第２１３回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２７年６月１９日日本学術会議第２１４回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２７年８月２８日日本学術会議第２１７回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２７年１２月１８日日本学術会議第２２３回幹事会決定） 
 この決定は、平成２８年２月２９日から施行する。ただし、第２の表科学力増進分科会

の号の改正規定は、平成２８年３月１日から施行する。 
 

附 則（平成２８年３月２４日日本学術会議第２２６回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２８年８月２６日日本学術会議第２３３回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２９年４月２８日日本学術会議第２４５回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２９年５月２６日日本学術会議第２４６回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２９年１０月３０日日本学術会議第２５６回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成２９年１２月２２日日本学術会議第２５８回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成３０年 ２月２２日日本学術会議第２６０回幹事会決定） 
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 この決定は、決定の日から施行する。 
 

附 則（平成３０年 ５月３１日日本学術会議第２６４回幹事会決定） 
 この決定は、決定の日から施行する。 
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第 24 期 科学と社会委員会委員名簿 
 

平成 30 年 2 月現在 

 

 氏 名 所属・職名 備 考 

委員長 渡辺 美代子 国立研究開発法人科学技術振興機構副理事 
第 三 部 会

員、副会長 

副委員長 小林 傳司 大阪大学教授・理事・副学長 第一部会員 

幹事 小安 重夫 国立研究開発法人理化学研究所理事 第二部会員 

幹事 高橋 桂子 
国立研究開発法人海洋研究開発機構地球情報

基盤センター センター長 
第三部幹事 

 遠藤 薫 学習院大学法学部教授 第一部会員 

 藤原 聖子 東京大学大学院人文社会系研究科教授 
第一部副部

長 

 松浦 純 東京大学名誉教授 第一部会員 

 甲斐 知惠子 東京大学医科学研究所教授 第二部会員 

 西村 いくこ 
甲南大学教授、日本学術振興会学術システム研

究センター副所長 
第二部会員 

 平井 みどり 神戸大学名誉教授 
第二部副部

長 

 古谷 研 
創価大学大学院工学研究科教授、東京大学特任

教授 
第二部会員 

 坪井 俊 東京大学大学院数理科学研究科教授 第三部会員 

 中村 崇 東北大学名誉教授 第三部会員 

 藤井 良一 
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構

長 
第三部会員 

 沖 大幹 
国連大学上級副学長、東京大学生産技術研究所

教授 
連携会員 

 蟹江 憲史 
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教

授 
連携会員 
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